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表紙*アクセス通知用*

第 40 期 定時株主総会

招集ご通知
　

開催日時

開催場所

決議事項

2026年３月27日（金曜日）午前10時
受付開始 午前９時30分

石川県金沢市下堤町17-１
今村証券株式会社　分室２F　カンファレンスルーム

第1号議案　剰余金の処分の件
第2号議案　取締役２名選任の件
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招集ご通知

証券コード　9145
2026年３月12日

（電子提供措置の開始日　2026年３月５日）
株　主　各　位

石 川 県 金 沢 市 専 光 寺 町 レ ３ 番 地 1 8
株式会社ビーイングホールディングス

代表取締役社長 喜 多 　 甚 一

【当社ウェブサイト】
https://being-group.jp/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/9145/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第40期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第40期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますのでご通知申し上
げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR」「株式について」「株主総会」を順にご選択いた
だき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ビーイングホールディングス」又は
「コード」に当社証券コード「9145」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、
「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　議決権行使につきましては、書面（議決権行使書）または電磁的方法（インターネット等）により
行使することができますので、お手数ながら「株主総会参考書類」をご検討いただき、後述のご案内
に従って2026年３月26日（木曜日）午後５時15分までに議決権を行使くださいますようお願い申
し上げます。

敬　具

－ 1 －
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招集ご通知

１．日 時 2026年３月27日（金曜日）午前10時（受付開始　午前９時30分）
２．場 所 石川県金沢市下堤町17-１

今村証券株式会社　分室２F　カンファレンスルーム
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第40期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
２. 第40期（2025年１月１日から2025年12月31日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第1号議案 剰余金の処分の件
第2号議案 取締役２名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛

否の表示がない場合には、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
(2) インターネット等により複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行

使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
(3) 書面（郵送）とインターネット等により重複して議決権を行使された場合は、到着日時

を問わず、インターネット等による議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたしま
す。

(4) 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人と
して株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要と
なりますのでご了承ください。

(5) 法令及び当社定款第17条の規定に基づき、当社は「交付書面」（書面交付請求をいた
だいた株主様に対して交付する書面）に記載しない事項を、本招集ご通知１頁に記載す
る当社ウェブサイト、株主総会資料掲載ウェブサイト及び東証ウェブサイトに掲載して
おります。

記

－ 2 －
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招集ご通知

「交付書面」に記載しない事項
・事業報告　当社グループの現況に関する事項のうち「当社の財産及び損益の状況」、

「当社グループの主要な事業内容」、「当社グループの主要な営業所及び事業所」、
「従業員の状況」、「当社グループの主要な借入先の状況」、「その他当社グループ
の現況に関する重要な事項」

・事業報告　会社の現況のうち「株式の状況」、「新株予約権等の状況」、「責任限定
契約の内容の概要」、「補償契約の内容の概要等」、「役員等賠償責任保険契約の内
容の概要等」、「社外役員に関する事項」、「会計監査人の状況」

・事業報告　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
・連結計算書類のうち「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
・計算書類の「貸借対照表」、「損益計算書」、「株主資本等変動計算書」及び「個別

注記表」
・連結計算書類に係る会計監査報告
・計算書類に係る会計監査報告
・監査役会の監査報告
従いまして、本株主総会招集ご通知に記載している事業報告及び連結計算書類は、会計
監査人及び監査役が監査をした書類の一部であります。
なお、本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様には電子
提供措置事項から上記を除いたものを記載した書面として、本招集ご通知を一律で送付
しております。

     
以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場受付
にご提出くださいますようお願い申し上げます。
　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、本招集ご通知１頁に記載する当社ウェブサイトにおい
て、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
　株主総会決議ご通知は送付せず、第40期定時株主総会終了後に、当社ウェブサイトに議決権の行
使結果を掲載させていただきます。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使して下さいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネット等で議決権
を行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出下さい。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送下さい。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力下さい。

日　時 行使期限 行使期限

2026年３月27日（金曜日）
午前10時（受付開始：午前９時30分）

2026年３月26日（木曜日）
午後５時15分到着分まで

2026年３月26日（木曜日）
午後５時15分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

機関投資家の皆さまへ
（株）ICＪが運営する機関投資家向け「議決権電子行使プラットフォーム」をご利用いただけます。

こちらに議案の賛否をご記入下さい。
第１号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
◦ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本

※議決権行使書はイメージです。

書面（郵送）及びインターネット等の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。また、インターネット等により複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱
いいたします。

－ 4 －
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力下さい。2

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って下さい。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見本

見本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力下さい。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスして下さい。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力下さい。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力下さい。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「初期パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定して下さい

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせ下さい。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）

－ 5 －
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題のひとつと考え、安定配当の維持を基本とし
ながら、今後の事業展開等を勘案して、以下のとおり第40期の期末配当をいたしたいと存じます。

＜期末配当に関する事項＞
①　配当財産の種類
　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金8.50円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は204,843,710円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　2026年３月30日といたしたいと存じます。

－ 6 －
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取締役２名選任の件

第２号議案　取締役２名選任の件

　当社の経営体制の強化をはかるため、社外取締役として取締役２名を増員することとし、選任をお
願いしたいと存じます。
　なお、当社定款第20条第２項において、増員として選任された取締役の任期は、在任取締役の任
期の満了する時までとする旨を定めております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 7 －
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取締役２名選任の件

候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当社の株式数

１
新 任 社 外

独 立

ぜに

銭
 

　
や

谷
 

　
み

美
 

　
ゆき

幸
(1962年３月10日)

　

1984年４月 株式会社野村総合研究所　入社
1987年10月 ジャーディン・フレミング投資顧問株式会

社（現J.P.モルガン・アセット・マネジメ
ント株式会社）　入社

2001年４月 ヒューマネジメント・ジャパン株式会社　
常務取締役管理本部長　就任

2004年６月 株式会社西京銀行　専務取締役（東京本部
長）　就任

    2005年６月 同社　代表取締役副頭取　就任
2007年１月 ポラリス・プリンシパル・ファイナンス株

式会社（現ポラリス・キャピタル・グルー
プ株式会社）　常勤顧問　就任

2013年１月 第一生命保険株式会社　DSR推進室部長　
就任

2017年４月 同社　責任投資推進室長　就任
2019年４月 同社　運用企画部部長兼責任投資推進部部

長　就任
2020年４月 第一生命ホールディングス株式会社　経営

企画ユニット　フェロー　兼　第一生命保
険株式会社　運用企画部　フェロー　就任

2020年６月 株式会社レノバ　社外取締役　就任
2022年10月 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グルー

プ　Group Chief Sustainability Officer　
兼　三菱UFJ銀行　チーフ・サステナビリ
ティ・オフィサー　就任

2025年12月 株式会社スキルアップNeXt　社外取締役　
就任（現任）

‐株

－ 8 －
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取締役２名選任の件

候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当社の株式数

２
新 任 社 外

独 立

ふく

福
 

　
だ

田
 

　
とし

稔
 

　
ひさ

久
(1962年４月12日)

　

1986年４月 株式会社三和銀行　入行
1993年４月 同　営業統括部　部長代理　就任
    2002年１月 株式会社UFJ銀行　企業第２部　調査役　

就任
2002年８月 同　名古屋法人営業第２部　第１課次長兼

課長　就任
2006年１月 株式会社三菱東京UFJ銀行　名古屋営業本

部第四部　第一グループ次長　就任
2007年４月 同　人事部人事グループ　次長　就任
2010年５月 同　本郷支社長　就任
2012年６月 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グルー

プ　総務部長　就任
株式会社三菱東京UFJ銀行　企画部　部長　
就任

2014年８月 株式会社三菱東京UFJ銀行　法人・リテー
ルリスク統括部長　就任
株式会社UFJモルガン・スタンレーPB証券
株式会社　調査役（非常勤）　就任

2016年３月 三信株式会社　執行役員総務部長　就任
2016年６月 同　取締役総務部長　就任
2017年６月 同　常務取締役　就任
2019年６月 同　代表取締役常務　就任

東洋ビルメンテナンス株式会社　監査役
（非常勤）　就任
BMS株式会社　監査役　（非常勤）

2020年４月 株式会社心斎橋共同センタービルディング　
監査役（非常勤）　就任

2020年６月 三信株式会社　代表取締役専務　就任
2025年６月 同　常勤顧問　就任（現任）

‐株

－ 9 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

2026/03/02 11:46:30 / 25282858_株式会社ビーイングホールディングス_招集通知_電子提供措置用

取締役２名選任の件

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．銭谷美幸氏及び福田稔久氏は、社外取締役候補者であります。また、両氏は東京証券取引所の定めに

基づく独立役員の要件を満たしており、両氏の選任が承認された場合には、独立役員として指定する
予定であります。

３．社外取締役候補者に関する特記事項は、以下のとおりでございます。
 (1)社外取締役候補者とした理由及び期待される役割

銭谷美幸氏を社外取締役候補者とした理由は、金融業界及び経営の分野や、サステナビリティに関
する深い知識と実務経験を有しているためであり、当社の経営に対し幅広く助言をいただき、今後
の事業成長に十分な役割を果たしていただけることで、経営監視機能の強化を期待しております。
福田稔久氏を社外取締役候補者とした理由は、金融業界及び事業会社において、ガバナンス、リス
ク管理、人材・組織運営に関する豊富なマネジメント経験を有しているためであり、金融グループ
でのガバナンス強化や、事業会社による代表取締役としての経営経験を通じ、当社取締役会の監督
機能強化と経営判断の質の向上に寄与いただけると期待しております。

 (2)社外取締役との責任限定契約について
　　当社は、社外取締役との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠

償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第
１項に定める最低責任限度額としております。これにより、本議案による社外取締役の選任が承認さ
れた場合は、銭谷美幸氏及び福田稔久氏との間で当該責任限定契約を締結する予定であります。

４．当社は、各取締役との間で会社法第430条の２第１項に規定する補償契約を締結しており、各候補者
の選任が承認された場合には、各候補者との間で当該契約を締結する予定であります。なお、当該補
償契約の内容の概要は、下記のとおりであります。

　・同項第１号の費用及び同項第２号の損失を、法令の定める範囲内において当社が補償することとして
おります。

　・ただし、当該補償契約によって会社役員の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、悪意
又は重過失が認められた場合には、補償の対象としないこととしております。

５．当社は、取締役全員を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契
約を保険会社との間で締結しており、各候補者の選任が承認された場合には、当該保険契約の被保険
者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。な
お、当該保険契約の内容の概要は、下記のとおりであります。

　・当該保険により、被保険者が負担することになる株主代表訴訟、第三者訴訟、会社訴訟の訴訟費用及
び損害賠償金を補填することとしており、保険料は全額当社が負担しております。

　・故意又は重過失に起因する損害賠償請求は、当該保険契約により補填されないこととしております。

－ 10 －



2026/03/02 11:46:30 / 25282858_株式会社ビーイングホールディングス_招集通知_電子提供措置用

取締役２名選任の件

氏名 社外
取締役・監査役の専門性及び経験

企業経営 財務・会計 業界知見 法務・監査 人事・教育 IT・DX サステナ
ビリティ

取締役

喜 多 甚 一 代 表 取 締 役 社 長 ○ ○ ○ ○ ○ ○

喜 多 和 行 取 締 役 副 社 長 ○ ○ ○

高 桑 和 浩 専 務 取 締 役 ○ ○ ○

松 木 正 康 常 務 取 締 役 ○ ○ ○ ○

川 本 剛 生 取 締 役 ○ ○ ○ ○

長谷川　博　和 取 締 役 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

銭 谷 美 幸 取 締 役 〇 ○ ○ ○

福 田 稔 久 取 締 役 〇 ○ ○ ○ ○

監査役

山 下 　 勇 常 勤 監 査 役 ○ ○

山 本 克 也 常 勤 監 査 役 ○ ○ ○

柳谷内　健　一 監 査 役 ○ ○ ○ ○ ○

（ご参考）本総会終了後の取締役及び監査役のスキルマトリクス
【スキルマトリクス】

以上

－ 11 －
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当事業年度の事業の状況

（2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで）
事　 業　 報　 告

１．当社グループの現況に関する事項
⑴　当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度における経済状況としては、雇用・所得の改善を背景に個人消費が持ち直
し、インバウンド需要も堅調に推移するなど、景気は緩やかな回復基調を維持しております。
一方で、資源・エネルギー価格の高止まりや、米国の関税政策をはじめとする各国の経済政策
の影響により、為替相場は依然として不安定な動きを見せており、先行きは依然として不透明
な状況が続いております。

　物流業界においては、物流の2024年問題による時間外労働の規制や人口減少による人手不
足の影響から物流業者の倒産は過去最多となっており、物流業界のＭ＆ＡやＴＯＢなどによる
物流再編の動きが活発化しております。また、資源エネルギーの高騰、賃金ベースアップ、時
間外労働時間の規制による外部委託費用の値上げなどの影響によって物流コストが上昇してい
ることに加え、ドライバー不足や労働時間規制により、従来の運用のままでは配送出来ない事
態が訪れることが懸念されております。

　このような社会情勢の下、当社グループは、クリーンエネルギーへの転換、従業員の賃金の
見直し、2024年問題に係るドライバーの時間外労働時間の改善を図るとともに、「生活物資
に特化した物流への経営資源の集中投資」「関東から全国への展開を見据えた物流基盤の構
築」「量の拡大と質の変革による長期成長イメージ」の３つを成長戦略とし、業務に取り組ん
でおります。

　また、サステナビリティについては今後の経営を支える基盤の一つとして位置付け、社会の
持続的発展への貢献と当社グループの持続的な企業価値の向上の視点から、重要度の高い４つ
の課題、「気候変動への対応」「地域への貢献」「魅力的で働きやすい職場環境」「コンプラ
イアンスの徹底」をマテリアリティとして設定をし、特に気候変動の問題は重要で緊急性のあ
る社会課題と認識し、これまでも脱炭素の取組みを進めております。引き続き、持続可能な成
長及びリスクへの適切な対応を目指してまいります。

－ 12 －
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当事業年度の事業の状況

区 分

第 39 期
（2024年12月期）
（前連結会計年度）

第 40 期
（2025年12月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比

金 額
( 百 万 円 )

構 成 比
（ ％ ）

金 額
(百万円)

構 成 比
（ ％ ）

金 額
(百万円)

増 減 率
（ ％ ）

物 流 事 業 29,402 97.3 32,659 97.4 3,257 11.0

そ の 他 787 2.6 855 2.5 68 8.7

合 計 30,190 100.0 33,515 100.0 3,325 11.0

事業セグメント別の状況は次のとおりであります。

　物流事業セグメントにおいては、前年度から引き続き物流原価の高騰が続いたものの、物流
の2024年問題に対応するために業務の集約を図ることで合理化を進め、ドライバーの時間外
労働時間の低減や作業時間の短縮に努めております。また、自社センター７拠点全てにおいて
太陽光パネルが稼働し、これまでの電力消費の一部をクリーンエネルギーに転換するなどサス
テナビリティへの対応も行いながら、物流原価の低減に取り組んでおります。
　そうした中、前年に稼働した新規業務についても安定稼働しており、既存業務と併せて堅調
に事業を拡大しております。
　今期の新規拠点は14拠点開設しており、新たな自社物流拠点となる「富山SCMセンター」
の開設もいたしました。９月には「東海SCMセンター」を食品・日用雑貨を取り扱うハイブ
リッドな大規模物流センターへすべく、移転拡大しております。
　この結果、物流事業セグメントの営業収益は32,659百万円(前連結会計年度比11.0％増)と
なりました。

　その他、不動産業、システム開発業、保険代理業、自動車整備業、燃料販売業においては、
堅調に推移しております。旅客事業においては、経済活動が回復してきたことにより、バスツ
アーや観光タクシーなどの利用が戻りつつあり、回復傾向となっております。
　この結果、その他の営業収益は855百万円(前連結会計年度比8.7％増)となりました。

事業セグメント別営業収益

　以上の結果、当社グループの当連結会計年度における経営成績は、営業収益33,515百万円
（前連結会計年度比11.0％増）、営業利益2,304百万円（前連結会計年度比2.7％増）、経常
利益2,266百万円（前連結会計年度比0.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益1,402百
万円（前連結会計年度比2.0％増）となりました。

－ 13 －
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当事業年度の事業の状況

②　設備投資の状況
　当社グループでは、当連結会計年度において2,405百万円の設備投資を実施いたしました。
　主として物流事業において生じたものであり、その主なものは、北関東の土地取得814百万
円、金沢市の土地取得483百万円、車両（リース資産含む）417百万円、富山SCMセンター
の新築195百万円、本社施設の改築49百万円及び太陽光発電設備41百万円であります。
　なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度中に、当社グループの設備資金及び運転資金として、金融機関より長期借入
金1,900百万円の調達を行いました。

④　対処すべき課題
　経営環境の変化に機敏に対応し、経営効率のさらなる向上を図ってまいります。
　当社グループの取り組むべき重点課題といたしましては、以下の項目となります。

a．成長率の確保
　３ＰＬ業界は成長市場であり、物流の2024年問題への対応をはじめ、持続可能な物流網の
構築が課題となっております。そのような中、当社グループ独自のビジネスモデル「運ばない
物流」を推進し、新規獲得により既存エリア内の受託業務の拡大及び既存顧客内の当社シェア
アップに注力し、関東から全国への展開を見据えた物流基盤の拡大を推進いたします。引き続
き、年間４～８の新規業務開始を目標としてさらなる成長率の確保に努めてまいります。

b．利益率の向上
　資源エネルギーの高騰により燃料費や光熱費の高止まり、賃金や外注費単価の引き上げな
ど、物流原価の上昇が続いております。そのような中、当社グループは自社開発の物流総合シ
ステム「Jobs」による物流ＤＸ化を推進し、各種物流データの蓄積・分析を進め、生産性を
向上させ、予想される物量に対して適正な人員配置や配送コースを合理化するなど、原価コン
トロールの徹底により、利益率を向上させております。今後についても「Jobs」を活用した
更なる生産性向上、原価コントロールの徹底を継続し、利益率の向上に努めてまいります。

－ 14 －
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当事業年度の事業の状況

c．技術革新への対応
　ＡＩ、ＩｏＴ、自動運転等、物流業界を取り巻く環境は、ドラスティックな転換期を迎えて
おり、時代を見据えた明確な成長戦略と先行投資が必要になると考えております。そのため
に、新しい技術を積極的に導入し、更なる機能拡充に努め、ロジスティクスの新しい価値を創
造してまいります。
　また、小ロット多頻度化する物流に対応していくためには、在庫管理を全体最適化すること
が不可欠であると考えております。各エリアで消費される物資のデータを蓄積し、分析に基づ
いた消費データによる「在庫モデル」をもとに、詳細に予測された地域在庫を管理する体制を
構築することにより、小ロットの輸送コストの削減及び分散された労働力の集約を図ることが
可能と考えており、実現化に向けてしくみを構築してまいります。

d．人財の育成
　将来の人財確保のために、多様化する従業員のやりがいに応える取組みや制度を導入すると
ともに、当社グループの強みである現場力や物流品質の向上及び生産性の向上にプラスに働く
しくみを構築してまいります。人財育成においては、集合研修及びオンライン研修の実施、e
ラーニングなど、育成環境の整備を進めております。育成内容につきましては、多様なスキル
アップをはじめ、マネジメントなどの業務に関連したものに加え、リスク・コンプライアンス
や従業員の自立や成長を促す教育プログラムを実施しております。

e．持続可能な社会の実現
　当社グループでは、気候変動問題を重要な社会課題ととらえており、2050年のカーボンニ
ュートラルの実現に向けた取組を進めております。対象は直接排出となるScope１、他社から
供給されたエネルギーの使用に伴う間接排出となるScope２となっており、また、Scope３の
削減に向けて、「責任ある調達」方針に従い、サプライヤーエンゲージメントの取組を進めて
おります。2030年度の到達目標は、世界環境や市場動向も確認し、Scope１，２を対象に
2019年比48％削減といたしました。当社グループらしいイノベイティブな取組を進め目標の
達成を目指してまいります。

f．物流業界の2024年問題への対応
　物流業界の2024年問題といわれている、ドライバーの時間外労働時間規制において、当社
グループでは、2019年より上限時間の段階的引き下げを実施し、ドライバーの労働時間管理
体制を強化しております。2023年10月よりさらに一歩進めて月間時間外労働時間75時間以
内を目標として取り組んでおります。今後も段階的に時間外労働時間削減を進め、将来的には
年間720時間以内（月間時間外労働時間60時間以内）を目指してまいります。

－ 15 －
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況

区 分 第37期
(2022年12月期)

第38期
(2023年12月期)

第39期
(2024年12月期)

第40期
(当連結会計年度)
(2025年12月期)

営 業 収 益(百万円) 23,022 26,322 30,190 33,515
経 常 利 益(百万円) 1,376 1,817 2,257 2,266
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益(百万円) 873 1,123 1,374 1,402

１株当たり当期純利益 (円) 37.60 47.64 57.47 58.18
純 資 産(百万円) 5,105 6,209 7,498 8,662
総 資 産(百万円) 14,562 16,845 18,222 20,266
１株当たり純資産 (円) 208.93 248.10 294.74 337.77

⑵　財産及び損益の状況
　当社グループの財産及び損益の状況

（注）1. １株当たり当期純利益は期中平均株式数により、また、１株当たり純資産は期末株式数により算出し
ております。

2. 当社は、2025年10月１日付で普通株式１株につき４株の割合で株式分割を行っております。第37
期連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当
期純利益を算定しております。

会 社 名 資 本 金
（百万円）

議決権比率
（％） 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ア ク テ ィ ー 80 100 物流事業
株 式 会 社 コ ラ ビ ス 80 100 物流事業
株式会社東京アクティー 80 100 物流事業
株式会社福井アクティー 30 100 物流事業
株 式 会 社 横 浜 L S P 30 100 物流事業
株 式 会 社 A ２ ロ ジ 5 51 物流事業

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

（注）１．当事業年度末現在において、特定完全子会社はございません。
　　　２．株式会社横浜ＬＳＰは、2025年３月28日付けで増資を行い、資本金が増加しております。

－ 16 －
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 喜 　 多 　 甚 　 一 グループＣＥＯ

取 締 役 副 社 長 喜 　 多 　 和 　 行 営業部管掌
株式会社Ａ２ロジ　代表取締役社長

専 務 取 締 役 高 　 桑 　 和 　 浩 物流事業本部長・事業開発部管掌
株式会社Ｇａｐｐａ　代表取締役社長

常 務 取 締 役 松 　 木 　 正 　 康 総務部・経営管理部・広報部管掌

取 締 役 川 　 本 　 剛 　 生

川本行政書士事務所　所長
有限会社フェイス　代表取締役
株式会社モーターランド　取締役
株式会社ミライト　取締役
石川県行政書士会封印管理委員会　委員長
石川県行政書士会　理事

取 締 役 長 谷 川 　 博 　 和 早稲田大学大学院　経営管理研究科　教授
インクグロウ株式会社　社外取締役

常 勤 監 査 役 山 　 下 　 　 　 勇

常 勤 監 査 役 山 　 本 　 克 　 也
監 査 役 柳 谷 内 　 健 　 一 柳谷内健一税理士事務所　所長

２．会社の現況
⑴　会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（2025年12月31日現在）

（注）１. 取締役川本剛生氏及び長谷川博和氏は社外取締役であります。
２. 監査役山本克也氏及び柳谷内健一氏は社外監査役であります。
３. 監査役柳谷内健一氏は税理士としての豊富な知識及び経験があり、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。
４. 当社は、社外取締役川本剛生氏及び長谷川博和氏、社外監査役山本克也氏及び柳谷内健一氏の4名を

東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

－ 17 －
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会社役員の状況

区分 報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
（うち社外取締役）

205
（12）

204
（12） － 0 6

（2）
監査役
（うち社外監査役）

25
（13）

25
（13） － － 3

（2）

②　取締役及び監査役の報酬等
a．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
２. 非金銭報酬として取締役１名に対して借上社宅を提供しております。

b．役員等の報酬等の内容に係る決定方針
　当社は、2020年４月13日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等に係る決定
方法について、任意の報酬委員会において決定されるものと決議し、世間水準及び会社業績
や、従業員給与とのバランスを考慮して決定することとしております。

取締役の報酬等の額・・・株主総会で決定した報酬総額の限度内で取締役会から委任さ
れた報酬委員会において決定

監査役の報酬等の額・・・株主総会で決定した報酬総額の限度内で監査役の協議により
決定

　当事業年度における個人別の報酬等は、2025年２月28日開催の報酬委員会、監査役につ
いては2025年４月2日の監査役会における監査役の協議によりそれぞれ決定しておりま
す。また、取締役会は、当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬について、報酬の内容の
決定方法及び決定された報酬の内容が当該決定方針と整合していることや、任意の報酬委員
会の決議が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断して
おります。

c．役員等の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役会及び監査役会の報酬などの総額については、2019年３月29日開催の第33期定
時株主総会において、取締役の報酬等の総額を年額600百万円以内（決議時点の取締役の員
数は７名。但し、使用人兼務の使用人分給与は含まない）、監査役の報酬等の総額を年額
60百万円以内（決議時点の監査役の員数は３名）と決議しております。また、同株主総会
において、非金銭報酬として、社外取締役を除く取締役に対して社宅を提供し、当社が社宅

－ 18 －
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会社役員の状況

として借り上げる賃料と、取締役より徴収する賃料の差額の合計を年額10百万円以内とす
ることが決議されております。
　また、2022年３月30日開催の第36期定時株主総会において、上記報酬枠とは別枠とし
て、取締役（社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式の付与のために支給する報酬に
ついて年額120百万円以内（ただし、報酬額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まな
い。）、株式数の上限を年28,000株以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点
の取締役は６名（うち社外取締役２名）です。

d．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は、取締役会から委任を受けた任意の報酬委員会において、取締役の個人別
の報酬等の決定を委任しております。任意の報酬委員会は、委員長として代表取締役社
長 喜多甚一（グループCEO）、委員として社外取締役 川本剛生及び社外取締役 長谷
川博和により構成されております。決定権限を委任した理由は、委員の過半数を社外取
締役で占める任意の報酬委員会に委任することで、取締役の評価に関して公正性・透明
性・客観性を担保するためであります。

e．非金銭報酬の内容
　社外取締役を除く取締役に対し、業務上やむを得ない場合に限り社宅を提供し、所定の使
用料を徴収したうえで、借上社宅を提供することとしております。提供する借上社宅は一般
標準的なものとし、社宅として借り上げる賃料と、取締役より徴収する賃料の差額の合計は
年額10百万円以内としております。具体的な内容は上記aに記載のとおりであります。

－ 19 －
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連結貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資   産   の   部 ）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
営 業 未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

　

9,145
4,995
3,899
272
△21

11,121
10,538
5,149
415

3,949
1

999
23
12

570
627
△57

　

（ 負   債   の   部 ）
流 動 負 債 6,187

営 業 未 払 金 2,217
短 期 借 入 金 500
1年内返済予定の長期借入金 811
リ ー ス 債 務 364
未 払 費 用 1,211
未 払 法 人 税 等 348
そ の 他 733

固 定 負 債 5,416
長 期 借 入 金 4,289
リ ー ス 債 務 818
退 職 給 付 に 係 る 負 債 94
そ の 他 214

負 債 合 計 11,604
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 8,100
資 本 金 696
資 本 剰 余 金 648
利 益 剰 余 金 6,755
自 己 株 式 △0

その他の包括利益累計額 39
その他有価証券評価差額金 39

非 支 配 株 主 持 分 522
純 資 産 合 計 8,662

資 産 合 計 20,266 負 債 純 資 産 合 計 20,266

連 結 貸 借 対 照 表
（2025年12月31日現在）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（ 2025年 1 月 1 日から
2025年12月31日まで ）

科 目 金 額
営 業 収 益 33,515
営 業 原 価 29,733
営 業 総 利 益 3,782
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,477
営 業 利 益 2,304
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 7
受 取 保 険 金 38
助 成 金 収 入 17
そ の 他 22 86

営 業 外 費 用
支 払 利 息 62
シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 3
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 57
そ の 他 2 125

経 常 利 益 2,266
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 9
投 資 有 価 証 券 売 却 益 27 37

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 0
固 定 資 産 除 却 損 15
賃 貸 借 契 約 解 約 損 18 34

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,269
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 716
法 人 税 等 調 整 額 △26 689
当 期 純 利 益 1,579
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 177
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,402

連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 21 －



2026/03/02 11:46:30 / 25282858_株式会社ビーイングホールディングス_招集通知_電子提供措置用

地図

会場
今村証券株式会社　分室２Ｆ　カンファレンスルーム
石川県金沢市下堤町17-１

交通

タ ク シ ー JR金沢駅東口（兼六園口）から 約10分

バ ス
JR金沢駅東口⑦～⑪番乗り場
「香林坊」経由バスに乗車
「武蔵ヶ辻󠄁・近江町市場」下車

JR金沢駅約10分
「武蔵ヶ辻󠄁・近江町市場」バス停
下車徒歩約3分

　

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

定時株主総会会場ご案内図

東口

近江町
いちば館

石川県立
音楽堂

金沢エムザ

犀川

金沢城公園

兼六園

浅
野
川

近江町
いちば館

今村証券本店今村証券本店

香林坊
アトリオ

JTB

金沢21世紀
美術館

尾山神社

片町

香林坊

157

六枚

むさし 橋場

今村証券　分室2F
カンファレンスルーム

159

北鉄金沢駅JR金沢駅 もてなしドーム
N

金沢エムザ

武蔵ヶ辻・
近江町市場
バス停

武蔵ヶ辻・
近江町市場
バス停

今村証券
本店
今村証券
本店

今村証券　分室2F
カンファレンスルーム
今村証券　分室2F
カンファレンスルーム

JTB

むさし

下堤町

◀金沢駅方面

香
林
坊
方
面
▼

会場周辺詳細

近江町市場
十間町口

※ 会場には駐車場の用意がございませんので、公共交通機関のご利用をお願い申し上げます。
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